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主 文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 処分行政庁が控訴人に対して平成２６年８月１１日付けでした地

方公務員災害補償法に基づく公務外認定処分を取り消す。 

３ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。 5 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

  主文同旨 

第２ 事案の概要（略称等は，特に断らない限り，原判決の表記による。また，平成

２３年の日付や月の表記については年の表記を省略することがある。） 10 

１ 本件は，天草市立Ａ小学校（本件小学校）で教諭として勤務していた控訴人が，

脳幹部出血を発症して後遺障害を負ったことにつき，この脳幹部出血の発症（本

件発症）は公務により生じたものであると主張し，地方公務員災害補償法に基づ

き，本件発症について公務災害認定請求を行ったが，処分行政庁が平成２６年８

月１１日付けで公務外認定処分（本件処分）をしたため，本件処分の取消しを求15 

めた事案である。 

原判決は控訴人の請求を棄却し，控訴人が，原判決を不服として控訴した。 

２ 前提事実及び当事者の主張は，後記３のとおり補正し，後記４のとおり控訴理

由を，後記５のとおり当審における被控訴人の主張を，それぞれ追加するほか，

原判決「事実及び理由」第２の１，２及び３に記載のとおりであるから，これを20 

引用する。ただし，原判決の別紙２，別紙３及び別紙５は，いずれも本判決に添

付した別紙２，別紙３及び別紙５に差し替える。また，原判決の別紙４の１枚目

を本判決に添付した「別紙４（１枚目）」に，原判決の別紙６の２８枚目（１２

月１１日に関する表）を本判決に添付した「別紙６（２８枚目）」に，それぞれ

差し替える。 25 

３ 原判決の補正 
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⑴ 原判決２頁１２行目の「原告には，」から同頁１３行目の「二子がある」ま

でを「控訴人は，本件発症の当時，妻，長男（当時小学５年生）及び二男（当

時小学１年生）と共に暮らしていた」に改める。 

⑵ 原判決２頁２３行目の「天草都市医師会立」を「天草郡市医師会立」に改め，

同頁２３行目から２４行目にかけての「医療センター」の後に「（以下「本件5 

医療センター」という。）を加え，同頁２４行目の「脳幹出血」を「脳幹部出

血」に改め，同頁２５行目の「前記」を「本件」に改める。 

⑶ 原判決４頁１３行目の「２２９時間４４分」を「２３６時間０４分」に，同

頁１４行目の「３２２時間５７分」を「３２９時間１７分」に，同頁１５行目

の「１５２時間２７分」を「１５８時間４７分」に，同頁１７行目の「１０８10 

時間４４分」を「１１７時間３４分」に，それぞれ改める。 

⑷ 原判決８頁５行目の「熊本県が」から同頁６行目の「改変されており，」ま

でを「研究の成果を表現できるよう，熊本県が用意したフォーマットを大幅に

改変して作成されており，」に改める。 

⑸ 原判決８頁２５行目の「校内労働時間」の後に「（部活動の引率等により校15 

外で勤務した時間を含む。以下同じ。）」を加え，同頁２６行目の「本件発症

前」から９頁１行目の「であり，」までを削り，同頁１行目の「５９時間１４

分」を「別紙４のとおり，６５時間３４分」に改め，同頁４行目の「３０分，」

から「４５分」までを「１５分」に改める。 

⑹ 原判決１０頁６行目の末尾に「また，控訴人は，発症前１か月間は，学期末20 

の忙しさに加えて，研究主任としての仕事が集中している時期でもあり，昼休

みに１５分以上の休息を取ることができなかった。」を加え，同頁７行目から

８行目にかけての「昼休み時間は，多く見積もっても３０分を超えることはな

い。」を「昼の休憩時間を１５分と認定するのが相当である。」に改める。 

⑺ 原判決１０頁８行目の後に改行して次を加える。 25 

 通常の出勤時刻につき，本件調査票では午前７時４５分とされているが，
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本件発症前１か月間における控訴人の通常の出勤時刻は午前７時４０分で

あったとされているから，午前７時４０分とするのが相当である。」 

⑻  

⑼ 原判決１０頁１１行目の後に改行して次を加える。 

「エ 本件発症前２か月目（１０月１５日から１１月１３日まで）の校内勤務時5 

間は，本件調査票に記載された控訴人の出勤時刻及び退勤時刻を基礎とし，

１０月１５日及び１１月３日につき出勤時刻及び退勤時刻を修正し，昼の休

憩時間は原則１５分としつつ，１０月２３日，同月２７日，同月２８日，同

月３０日，１１月３日及び同月１２日に関しては昼の休憩時間を修正して算

定すると，別紙２のとおり，１８７時間２７分となる。」 10 

⑽ 原判決１０頁１２行目の「エ」を「オ」に改め，「２か月目」を「３か月目」

に改める。 

⑾ 原判決１３頁４行目の「４９時間３０分」を「５２時間」に改める。 

⑿ 原判決１３頁６行目の後に改行して次を加える。 

「カ 控訴人は，本件発症前２か月目の時点でも，自宅においてパソコンを用い15 

て業務に従事することを余儀なくされていた。上記期間においても，自宅作

業については，ＰＣ１の起動又はスリープ終了の時刻を業務の始期とし，Ｐ

Ｃ１の停止又はスリープ開始の時刻を業務の終期とすべきである。これを前

提に，私的作業の可能性がある時間を控除すると，本件発症前２か月目にお

ける控訴人の自宅作業時間は，別紙２のとおり，８１時間１６分となる。 20 

仮に，上記８１時間１６分の全てを公務に当てたと認められないとして

も，少なくとも本件発症前１か月間において認められる「控訴人が確実にパ

ソコン作業をしていた時間」と同じ割合の時間については自宅作業時間と認

めるべきであり，この方法で本件発症前２か月目の自宅作業時間を算定する

と，別紙３のとおり，４４時間２７分となる。」 25 

⒀ 原判決１３頁９行目の「概ね１００時間の」を「１００時間を超える」に改
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める。 

⒁ 原判決１３頁１２行目の「また，」の後に「本件発症前２か月間の１か月当

たりの平均時間外労働時間は８０時間を超えており，」を加え，「６か月間に

おいても，」を「６か月間を通じて検討しても，」に改める。 

⒂ 原判決１８頁２２行目の「原告は，」を削り，同頁２３行目の「同月３０日5 

ですら」を「同月３０日までの間においても，原告が」に改める。 

⒃ 原判決１９頁２０行目の「作成され」を「作成された」に改める。 

４ 控訴理由 

⑴ 本件発症前６か月間における時間外労働時間について 

原判決の認定した控訴人の本件発症前６か月間の時間外労働時間では，本件10 

発症前６か月目（６月１７日から７月１６日まで）の間が約８０時間と一番多

くなっている。この期間は１学期であるが，控訴人の研究主任としての業務は

１学期よりも２学期の方が増加していたところ，それにもかかわらず２学期の

時間外労働時間が減少していたことは，控訴人が増加していた業務の多くを自

宅に持ち帰っていたことを示している。このように，控訴人の自宅作業は日常15 

化していたのであって，本件発症前１か月間より前にも行われていたのであ

り，控訴人の本件発症前２か月目から６か月目の間の時間外労働時間が毎月８

０時間を超えていたと考えるのが合理的である。 

⑵ 本件発症前１か月間の校内時間外労働時間について 

原判決は，週４０時間を超える部分を時間外労働時間としているが，控訴人20 

の所定勤務時間は，１日所定勤務時間が７時間４５分，１週所定勤務時間が３

８時間４５分であるから，控訴人の時間外労働の算定に当たっては，上記３８

時間４５分を超える労働時間数を時間外労働時間として算定すべきである。 

また，昼の休憩時間につき，本件小学校においては，ほとんどの教員が昼休

みに休憩を取っておらず，控訴人も，昼食をとるのに１５分を確保することさ25 

えやっとの状況であり，３０分は公務に従事していた。したがって，控訴人の
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通常の昼の休憩時間を１５分として勤務時間を計算すべきである。 

以上に加え，控訴人の通常の出勤時刻を午前７時４０分として，本件発症前

１か月間における校内労働時間を算定すると，別紙４のとおり，校内総労働時

間は２３６時間０４分であり，校内時間外労働時間は６５時間３４分となる。 

⑶ 自宅における作業時間について 5 

ア 自宅における作業時間の認定に関しては，①パソコンの仕様上，同じ文書

ファイルを用いて更新作業を重ねた場合，最後の更新時刻しかプロパティ情

報に記録されないから，文書ファイルの作成や更新の記録が残っていなくて

も，実際にはパソコン作業による公務が行われていた可能性がある，②本件

発症前１か月間において，ＰＣ１及びＰＣ２は控訴人が業務のためにのみ使10 

用していたのであり，控訴人がこれらのパソコンを起動し又はスリープ状態

を終了させる目的は，業務を開始すること以外に考えられない，③控訴人の

自宅作業にはパソコンを使用しない業務も多く含まれていた，④控訴人に

は，自宅において業務以外のことをする余裕はなく，控訴人の自宅における

パソコン利用時間中に文書ファイル等の新規作成や更新がない場合であっ15 

ても，控訴人が公務と関連性のない作業をしていた可能性が低いとの事情が

ある。これらの事情からすれば，ＰＣ１又はＰＣ２の起動又はスリープ終了

の時刻を業務開始時刻とし，ＰＣ１又はＰＣ２の停止又はスリープ開始の時

刻を業務終了時刻とすべきである。本件発症前１か月間におけるＰＣ１及び

ＰＣ２の稼働時間は，別紙２記載のとおり９３時間１３分であり，この時間20 

を控訴人の自宅作業時間であると考えるべきである。 

イ 仮に，自宅作業時間について，控訴人がパソコン作業を確実に行っていた

と確認できる時間に限定するとしても，前記の①から④までの事情を考慮す

れば，自宅におけるＰＣ１又はＰＣ２の稼働時間のうち，文書ファイル等の

作成又は更新の記録やアプリケーションログが１つも残されていない時間25 

は作業時間から除外するが，１つでも文書ファイル等の作成又は更新記録や
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アプリケーションログの記録が残されている場合，少なくとも起動時から最

終のファイル作成又は更新の時刻又はアプリケーションログの記録時刻ま

でを作業時間と認定すべきである。ただし，記録されている文書ファイルの

内容等を踏まえた実質的な判断も必要である。この方法で本件発症前１か月

間における自宅作業時間を集計すると，別紙３のとおり合計５２時間とな5 

り，本件発症前１か月間における控訴人の自宅における作業時間が５２時間

を下回ることはあり得ない。 

⑷ 前記⑵及び⑶によれば，本件発症前１か月間における校内時間外労働時間は

６５時間３４分，自宅作業時間は９３時間１３分であり，上記期間における控

訴人の時間外労働時間は１５８時間４７分である。仮に，自宅作業時間を，確10 

実に自宅でパソコン作業をしていた時間である５２時間００分であるとして

も，控訴人の時間外労働時間は１１７時間３４分となり，優に１００時間を超

えている。 

⑸ 仮に，控訴人の本件発症前１か月間の時間外労働時間が１００時間にわずか

に足りないことがあるとしても，公務の質的過重性が認められ，時間外労働と15 

公務の過重性により，公務と本件発症との相当因果関係が認められる。 

⑹ 別紙２のとおり，本件発症前２か月目（１０月１５日から１１月１３日まで）

における控訴人の校内勤務時間は１８７時間２７分であり，ＰＣ１又はＰＣ２

の起動又はスリープ終了の時刻を自宅での業務開始時刻とし，ＰＣ１又はＰＣ

２の停止又はスリープ開始の時刻を業務終了時刻として，自宅作業時間を算出20 

すると８１時間１６分となり，これらの事実を前提に本件発症前２か月目にお

ける控訴人の時間外労働時間を算出すると，９８時間１３分となる。したがっ

て，本件発症前１か月間の時間外労働時間である１５８時間４７分との平均は

１２８時間３０分となる。 

上記９８時間１３分の全てを時間外労働時間と認めることができないとし25 

ても，本件発症前１か月間に関し，自宅でのパソコン稼働時間のうち「控訴人
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が確実にパソコン作業をしていた時間」（前記⑶イ）と認められる割合と同じ

割合の時間については，本件発症前２か月目における自宅作業時間と認めるべ

きである。この方法で本件発症前２か月目の自宅作業時間を算定すると，別紙

３のとおり４４時間２７分となり，この場合の上記期間における控訴人の時間

外労働時間は６５時間１８分となる。この場合，本件発症前１か月間の時間外5 

労働時間である１１７時間３４分との平均は９１時間２６分となる。 

したがって，本件発症前２か月間の１か月当たりの平均時間外労働時間は８

０時間を超えており，この点からしても本件発症は認定基準を満たす。 

そして，本件発症に近接するに従って控訴人の業務が質的過重性を増してい

たことも考慮すれば，本件発症が公務起因性を有すると認められる。 10 

⑺ 認定基準は，脳・心臓疾患が業務によるものか否かを判断するに当たっての

行政内部の通達であり，一応の合理性があるものであるとしても，裁判所はそ

の基準に拘泥することなく，医学的，自然科学的因果関係を一点の疑いもない

ほどに立証することができていなくても，現代の医学からみてその因果関係が

存在する可能性があり，他の事情を総合検討し，業務が発症の原因となった蓋15 

然性が証明されたときは，因果関係があるものとして判断すべきである。 

⑻ 厚生労働省による「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを

除く。）の認定基準」では，短期間の過重業務の基準として，発症に近接した

時期，すなわち発症前概ね１週間において「業務量，業務内容，作業環境等を

考慮し，同僚労働者又は同種労働者にとっても特に過重な身体的，精神的負荷20 

と認められる」ときは業務上のものと判断するとしている。控訴人については，

本件発症前１か月間において月１００時間を超える時間外労働が認められ，認

定基準の「長期間の過重業務」に該当するのみならず，発症との関連が最も強

い期間である本件発症前１週間及びその前の１週間はいずれも時間外労働が

週２５時間を超えており，短期間の過重業務の要件を満たしている。本件発症25 

は，発症前１か月間における月１００時間を超える時間外労働に加え，発症に



8 

 

近接した一，二週間における急激な過重負荷，さらには発症前日の徹夜状況が

加わることによって生じたものである。 

 ５ 被控訴人の主張 

⑴ 原判決の公務起因性に関する法的判断枠組及び週平均４０時間を超える労

働時間を時間外労働と考えることは妥当であり，控訴人が日常の職務に比較し5 

て特に過重な業務に従事していなかったとして控訴人の請求を棄却した原判

決の判断は結論において正当である。しかし，原判決には，控訴人の時間外労

働時間について過大な認定をしている不備がある。 

⑵ 本件発症前１か月間について 

ア 控訴人の職務内容に加え，控訴人が学級担任ではなく多くの空き時間があ10 

ったことからすれば，昼の休憩時間は，本件発症前２か月目から６か月目と

同じく４５分と認定すべきである。休日出勤日及び部活の引率を行った日に

ついても，少なくとも通常の出勤日における昼休みと同じ４５分の休憩時間

をとっていたと認定すべきである。これを前提とすると，本件発症前１か月

間の校内時間外労働時間は多くても４１時間５９分となる。 15 

イ 自宅での作業時間については，成果物のある場合のみ認定すべきである。 

原判決が認定した本件発症前１か月間の自宅での作業時間のうち，プリン

ト作成（「チャレンジよみもの」，思考力プリント及び計算大会）の作業に

関する時間は８時間３８分であるが，原判決がプリントの作成に要する時間

を１枚につき２０分から３０分程度と認定したのは過大であり，プリントの20 

作成に要した時間は，多くても原判決が認定した時間の半分程度とするのが

相当である。 

また，文書のＬＮＫファイルは，文書ファイルを電子メールや他の媒体か

らパソコンに保存することでも作成され，ファイルを開けば何の変更を加え

なくても更新されるから，ＬＮＫファイルには独自の成果物がない。したが25 

って，ＬＮＫファイルだけが作成されている時間については，控訴人の具体
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的作業内容や作業時間が立証されていないのであるから，本来全て時間外労

働時間の認定から外すべきであるが，仮に何らかの作業がされていたとして

も，原判決のようにそのすべてを作業時間として認定することは過大であ

る。原判決が認定した本件発症前１か月間の自宅での作業時間のうち，ＬＮ

Ｋファイルのログのみが確認される時間は合計で６時間１０分にも及ぶと5 

ころ，少なくともその半分の３時間５分を削除すべきである。 

したがって，控訴人の本件発症前１か月間における自宅作業時間は，原判

決が認定した３９時間５５分から，プリントの作成に関する４時間１９分及

びＬＮＫファイルに関する３時間５分を削除すると，最大でも３２時間３１

分となる。 10 

さらに，自宅での作業は，使用者の指揮命令下に置かれているとはいえな

いため，学校での公務と比較して，精神的緊張や拘束性などが低く，同じ作

業時間であってもその質や密度が低いのが普通である。特に，控訴人が自宅

で仕事をする場所はリビングであったこと，当時，控訴人の長男が小学５年

生，二男が小学１年生であったことからすれば，長男及び二男が起きている15 

時間（夜は就寝する午後９時まで）に控訴人が集中して仕事をすることが困

難であったと考えられ，このような時間は，原判決が認定した自宅作業時間

のうち４時間４分にのぼる。 

ウ 前記ア及びイによれば，控訴人の本件発症前１か月間における時間外労働

時間は，合計で最大でも７４時間３０分である。 20 

このうち，部活の引率時間が１９時間１５分であるが，控訴人にとって部

活の引率の時間は野球に関わる楽しい時間であり，この時間の質及び密度を

校内での通常の公務等と同様に評価することはできない。また，自宅での作

業時間のうち長男及び二男が起きている時間の作業４時間４分も，通常の公

務と比べると質及び密度が劣る時間である。 25 

エ 本件発症前１か月間には，控訴人及び妻がマイコプラズマ肺炎にり患した
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長男及び二男を交代で看病した時期（１０月２５日から１１月２５日まで）

も一部含まれるところ，控訴人は上記時期に多くの年次有給休暇や特別休暇

を取得しており，これらの休暇は，自身の心身を休めるための休暇ではなか

ったが，この間の職務が通常より大幅に軽減されていたことは間違いない。 

⑶ 本件発症前２か月目から６か月目までの時間外労働時間に関する原判決の5 

認定には，①７月８日（１時間）及び８月３１日（２時間）の有給休暇の控除

がない，②休日出勤や部活の引率の際に昼の休憩時間を控除していないという

誤りがある。これらの点を修正すると，時間外労働時間は，本件発症前６か月

目が７８時間５０分，同５か月目が２０時間４３分，同４か月目が４７時間４

５分，同３か月目が６５時間，同２か月目が２５時間５５分となる。 10 

⑷ 控訴人は，高血圧症の持病があり，身体的な素因として脳出血の高い発症リ

スクを抱えていたが，適切な治療を受けることを怠っていた。また，控訴人は，

約１か月にわたる長男及び二男の看病のため，通常の生活リズムと異なる生活

を送らざるを得なくなり，睡眠時間が削られ，徐々に疲労が蓄積されていった

ものと推認される。さらに，控訴人は，深夜や早朝に自宅作業を行う必要がな15 

かったにもかかわらず，あえて自らこのような作業を行い，睡眠時間を削って

いたものである。これらの事情からすれば，控訴人の本件発症の原因は，身体

的な素因として脳出血の高い発症リスクを抱えていたところ，長男及び二男の

入院や自宅療養等に伴い，生活リズム及び睡眠リズムが大きく乱れたことによ

る可能性が高い。 20 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

認定事実は，次のとおり補正するほか，原判決「事実及び理由」第３の１に記

載のとおりであるから，これを引用する。 

⑴ 原判決２１頁１４行目の「甲１・７１頁」の後に「，甲２・１５４頁」を加25 

える。 
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⑵ 原判決２１頁２２行目の「在籍しており，」から同頁２３行目の「超えてい

た。」までを「在籍していた。」に改める。 

⑶ 原判決２２頁２行目の「ないし」を「及び」に改める。 

⑷ 原判決２２頁４行目の「学力の向上」」の後に「の事業」を加える。 

⑸ 原判決２３頁１３行目の「６校時に」の後に「実施される」を加える。 5 

⑹ 原判決２５頁２行目の「委員会活動」の後に「（甲１・７５，７６頁）」を

加える。 

⑺ 原判決２５頁１１行目の「学習システムや」から同頁１２行目の「３つの仮

説」までを「学習システムの確立及び学習における言語活動の活用に関する２

つの仮説」に改める。 10 

⑻ 原判決２６頁１３行目の「甲１・４９０頁，」の後に「甲４０・１３ないし

１９頁，」を加える。 

⑼ 原判決２６頁２１行目の「作成しており，」の後に「プリントに掲載する文

章は作文の文集や小中学生新聞の記事等から選び，」を加える。 

⑽ 原判決２６頁２５行目の「争いなし，」の後に「甲１・５０５頁，」を加え15 

る。 

⑾ 原判決２７頁２行目の「されていたところ」から同頁３行目の「行われた。），」

までを「されていたところ，１２月に行われた平成２３年度２学期の」に改め，

同頁３行目から４行目にかけての「作成していた。」を「作成した。」に改め

る。 20 

⑿ 原判決２８頁５行目の「前年」から同頁６行目末尾までを「平成２３年１２

月下旬又は平成２４年１月上旬には印刷所に原稿を提出する必要があり，それ

に向けて原稿を完成させていく必要があった（証人Ｂ２８，２９頁，証人Ｃ２

７頁）。」に改める。 

⒀ 原判決２８頁２１行目の「教育員会」を「教育委員会」に改める。 25 

⒁ 原判決２９頁１行目の「完成していなかった。」を「作成未了であった。」
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に改める。 

⒂ 原判決２９頁２行目の「採点」の後に「及び関連する資料の作成」を加える。 

⒃ 原判決２９頁６行目の「同日から遅くとも同月１２日までの間，」を「当該

試験の実施後，同月１２日頃までの間に」に改める。 

⒄ 原判決２９頁１０行目の「ことが認められる」を削る。 5 

⒅ 原判決２９頁２２行目の「２５頁等」を「２５，２６，３６，３７頁」と改

める。 

⒆ 原判決２９頁２３行目の「１４日，」を「１４日の」に改め，同頁２３行目

から２４行目にかけての「対し，」を「対して」に改め，同頁２４行目の「資

料として，」の後に「同日までに」を加える。 10 

⒇ 原判決３０頁１２行目の「概ね１か月間」を削る。 

 原判決３０頁２２行目から２３行目にかけての「を合計１３日取得した。」

を「として，延べ１３日，終日の休暇又は時間単位の休暇を取得した。長男が

入院している間は，主として控訴人の妻が夜の付添いをしていたが，控訴人が

することもあり，その場合控訴人は病院の簡易ベッドで寝ることになった（甲15 

４５，証人Ｄ２３，２４頁）。」に改める。 

 原判決３０頁２６行目の後に改行して「エ 控訴人は，私物のノートパソコ

ンであるＰＣ１を本件小学校に持ち込んで公務に関連する文書等を作成して

おり（証人Ｅ２０頁，弁論の全趣旨），自宅で公務に関連する文書等の作成を

するときには，ＰＣ１又はＰＣ２を用いて作業していた。また，控訴人は，作20 

成した文書等のデータを主としてパソコンに接続する外付けのハードディス

クに保存していた（甲１・４９８頁）。」を加える。 

 原判決３１頁１行目の「エ」を「オ」に改め，「原告使用のパソコンの」を

「前記」に改め，同頁２行目の「その復元作業を行う」を「喪失したデータを

改めて作成する」に改め，同頁５行目の「データは」から同頁８行目末尾まで25 

を「データは破損していなかった（証人Ｂ１６頁）。」に改める。 
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 原判決３１頁９行目の「オ」を「カ」に改め，同頁９行目の「までの間，」

の後に「出勤日においては」を加える。 

 原判決３１頁１１行目からの段落に「キ」と符号を付け，同頁１１行目の「ま

た」を削る。 

 原判決３１頁１５行目の「２０１頁」を「２０４頁」に改め，同頁１７行目5 

及び１８行目を次のとおり改める。 

「 控訴人は，平成１９年２月に受診した人間ドックで，血圧について再検査

（定期的な測定）が必要であると指摘され（血圧の測定値は１３４／９４），

平成２０年１月の人間ドックでは，血圧が高めであり，念のため精密検査を

勧めるとされた（血圧の測定値は１３２／１００）。控訴人は，同年５月に10 

病院で診察を受け，高血圧症等と診断されたが（血圧の測定値は１５０／１

００），経過観察として薬の処方はされなかった。控訴人は，平成２２年２

月の人間ドックでも，軽症高血圧を認める，減塩食に努めるようにと指摘さ

れ，経過観察とされた（血圧の測定値は１２８／９０）。同年７月の健康診

断における血圧の測定値は１５０／８２である。控訴人について，他に脳幹15 

部出血の要因となり得る既往症があったとは認められない。」 

  原判決３１頁１８行目の後に改行して次を加える。 

 「⑽ 本件発症の日の控訴人の執務状況等（甲１・９，１０，５３，５４，５８，

５９，８６ないし８８頁） 

控訴人は，１２月１４日，通常どおり出勤した後，午前中は１校時から３20 

校時まで算数ＴＴ教員としての授業を行った。午後は，５学時のあいあいた

いむの開始前に，学習支援ボランティアに対し，自らが作成した資料を使っ

録係として児童の学習の様子やボランティアとの交流の様子をデジタルカ

メラで撮影した。６校時の校内研修は，研究発表会の事前打合せ（前記⑺）25 

として，全体会及び分科会における協議を行ったが，控訴人は，分科会の途
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中から呂律が回らないとの認識をもっており，分科会終了後には左手のしび

れ及びふらつき感を自覚していた。控訴人は，午後５時５０分頃退勤したが，

その際，同僚の教諭に，ふらふらする，呂律が回らない，言葉がうまく出な

いと述べた。控訴人は，午後６時２０分頃に帰宅した後，ソファーにぐった

り横になっていたが，その後意識を消失し，午後７時２３分に本件医療セン5 

ターに救急搬送され，脳幹部出血と診断された。」 

２ 争点に対する判断 

⑴ 検討の枠組，校内労働時間及び自宅作業時間に関する認定及び判断について

は，次のとおり補正するほか，原判決「事実及び理由」第３の２⑴から⑶まで

のとおりであるから，これを引用する。ただし，原判決の別紙１２，１３及び10 

１４は，いずれも本判決に添付した別紙１２，１３及び１４に差し替える。 

ア 原判決３１頁２６行目の「又は随伴」を削る。 

イ 原判決３２頁７行目から１０行目までを削る。 

ウ 原判決３２頁１６行目の「〈１〉」及び同頁２０行目の「著しく」を削り，

同頁２１行目の「いえること」から同頁２５行目の「参照）。」までを「い15 

えるものでなければならない。」に改める。 

エ 原判決３３頁３行目から４行目にかけての「策定されたものである」の後

に「（乙３０，弁論の全趣旨）」を加える。 

オ 原判決３３頁８行目の後に改行して「ア 本件発症前１か月間の校内労働

時間」を加える。 20 

カ 原判決３３頁９行目の「ア」を削り，「本件発症１か月前」を「本件発症

前１か月間」に，同頁１２行目の「本件発症前」から「修正すべきである旨，」

までを「昼の休憩時間を１５分と修正すべきであること，②通常の出勤時刻

を午前７時４０分とすべきであること，」に，同頁１３行目の「②」を「③」

に，同頁１３行目から１４行目にかけての「すべきである旨主張するものと25 

解されるため」を「すべきであることを主張するので」に，それぞれ改める。 
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キ 原判決３３頁２６行目の「を天草市」から「必要があり，」までを「が概

ね完成しており，」に，３４頁２行目の「原告が」から「考え難い。」まで

を「控訴人が昼休み時間中に公務に従事したことがしばしばあったと認める

ことができる。」に，それぞれ改める。 

ク 原判決３４頁３行目から同頁８行目までを次のとおり改める。 5 

「 他方で，控訴人が昼休み時間中にどの程度の頻度で公務に従事していたか

や，公務に従事していた時間がどの程度であったかは不明といわざるを得な

いことに鑑みると，控訴人が昼休み時間に公務に従事することを事実上余儀

なくされていた時間は，本件発症前１か月間において，平均して１日１５分

程度と認めるのが相当である。したがって，本件発症前１か月間の控訴人の10 

労働時間の算出においては，昼の休憩時間を３０分とするのが相当である。

控訴人は，昼の休憩時間を１５分と認定すべきであると主張し，被控訴人は，

昼の休憩時間を４５分と認定すべきと主張するが，上記の説示に照らしてい

ずれも採用することができない。」 

ケ 原判決３４頁８行目の後に改行して次を加える。 15 

 通常の出勤時刻について 

認定事実⑻カのとおり，控訴人が１１月２６日から１２月１４日までの

間，出勤日においては概ね午前７時４０分頃に出勤していたと認められる

ことに加え，本件調査票において，９月３０日から１１月９日までにおけ

る控訴人の平日の出勤時刻は午前７時４０分とされていることが多く（甲20 

２・１２３～１２９頁），本件発症前１か月間において控訴人があえて出

勤時刻を遅らせたとは考え難いことから，本件発症前１か月間において控

訴人が本件小学校に出勤した時刻は，特段の事情が認められる場合を除

き，午前７時４０分であると認める。」 

コ  25 

サ 原判決３４頁１４行目の「昼休み時間」から同頁１６行目の「認められず，」
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までを「本件調査票に記載されている午後１時１５分であると認められると

ころ（甲２・１３０頁），この時刻は昼休み時間開始時刻であり，控訴人が

昼休み時間開始時刻に出勤して直ちに休憩をとったとは考え難いから，」に

改め，同頁１６行目の「算定する。」の後に，「なお，控訴人が作成した同

日の休暇に関する年次有給休暇時季請求書（甲１・１７４頁）では，休暇の5 

時間が午前８時３０分から午後０時３０分までと記載されているが，本件調

査票は，本件小学校において控訴人の出勤時間及び退勤時間を事後的に確認

し，これを天草市教育委員会に報告したものであって（甲２・１０６，１０

７頁），年次有給休暇時季請求書に記載された休暇の時間と本件調査票に記

載された出勤又は退勤の時刻との間に齟齬がある場合，本件調査票に記載さ10 

れた出勤又は退勤の時刻を実際の出勤又は退勤の時刻と認定するのが相当

である。」を加える。 

シ 原判決３５頁４行目の「よれば，」の後に「控訴人の所属長（Ｅ校長）が，

天草市教育長に対し，」を加え，同頁５行目の「回答している」の後に「と

認められる」を加える。 15 

ス 原判決３６頁１９行目の末尾に「なお，休日の午前から午後にかけて本件

小学校に出勤して公務を行った場合については，平日の勤務と同様に３０分

の昼の休憩時間をとったものと認めるのが相当である。」を加える。 

セ 原判決３７頁２行目の「認定事実⑻ウ」を「認定事実⑻カ」に改める。 

ソ 原判決３７頁１０行目から１１行目にかけての「見当たらない。」の後に20 

「この点は，通常の勤務における通勤が労働時間に含まれないことと同様で

ある。」を加え，同頁１３行目の「遅くとも」から同頁１４行目末尾までを

「所定勤務時間の終了時刻である午後５時と認めるのが相当である。」に改

める。 

タ 原判決３７頁２３行目から３８頁１１行目までを次のとおり改める。 25 

 「 同日は，日曜日であるが，学習発表会のため出勤の必要があったところ
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（甲１・５１，９０頁），同日の出勤時刻は，控訴人の通常の出勤時刻と同

じ午前７時４０分と認められる。この点，被控訴人は，熊本県天草教育事務

所長作成の熊本県教育庁教育総務局学校人事課長宛ての回答書（甲４）を根

拠として，同日の出勤時刻が午前８時３０分であると主張する。しかし，上

記回答書の記載内容からすると，同回答書において同日の勤務開始時間が午5 

前８時３０分と記載されているのは，本件小学校における勤務時間が午前８

時３０分からであること（前提事実⑵）によるものであると認められ，上記

記載をもって，同日の控訴人の出勤時刻が午前８時３０分であったとは認め

られず，同日において控訴人が通常の出勤時刻と異なる時刻に出勤したと認

めるに足りる証拠はない。」 10 

チ 原判決３９頁９行目から同頁１３行目までを次のとおり改める。 

「 証拠（甲６・１６頁，甲８・２５頁）によれば，原告が同日午後６時３３

分に文書ファイルを更新したこと，午後６時３７分にＰＣ１が一旦スリープ

状態となったが，午後６時４４分にスリープ状態が終了し，午後７時１８分

に再びスリープ状態となったことが認められる。また，本件調査票では，同15 

日の控訴人の退勤時刻は午後７時とされている（甲２・１０４頁）。これら

の事実によれば，同日の控訴人の退勤時刻を午後７時と認めるのが相当であ

る。」 

ツ 原判決３９頁１３行目の後に改行して次を加える。 

「ｐ １２月１０日（土） 20 

証拠（甲１・５２７頁）によれば，控訴人は，同日，部活動の試合の引

率を行っていたことが認められるところ，同日の日程は，午前８時３０分

から午後０時まで練習試合を行い，その後に後片付けを行って午後０時３

０分頃に解散したというものであって，控訴人においてこの間に昼の休憩

時間を取ることができたとは認められない。したがって，同日の控訴人の25 

昼の休憩時間は０分と認めるのが相当である。」 
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テ 原判決３９頁１４行目の「ｐ」を「ｑ」に改め，同頁１５行目の「証拠（甲

頁１５行

目から１６行目にかけての「午前７時４５分」を「午前７時４０分」に改め，

同頁１７行目の「仮に」から「ものである旨」までを「同日の時間外勤務は，

控訴人が自主自発的にしたものであって，公務に該当しないと」に改める。 5 

ト 原判決３９頁２３行目の「ｑ」を「ｒ」に改め，同頁２４行目の「証拠（甲

２４行

目から２５行目にかけての「午前７時４５分」を「午前７時４０分」に改め，

同頁２６行目の「この点に関する被告の」を「被控訴人は，同日の時間外勤

務は，控訴人が自主自発的にしたものであって，公務に該当しないと主張す10 

るが，この」に改める。 

ナ 原判決４０頁１行目の後に改行して次を加える。 

「イ 本件発症前２か月目の校内労働時間 

  控訴人は，本件発症前２か月目（１０月１５日から１１月１３日まで）

における校内勤務時間は別紙２のとおりであると主張する。 15 

 控訴人は，昼の休憩時間を１５分として上記校内勤務時間を算出して

いる。しかし，昼の休憩時間を１５分と認定することができないのは，

本件発症前１か月間の場合と同様である。そして，本件発症前１か月間

については，平成２３年度研究紀要の作成の業務など，控訴人の執務量

が一定程度増加傾向にあったと考えられることから，労働時間の算出に20 

当たっては，４５分の昼休みのうち１５分は公務に従事したものとし

て，昼の休憩時間を３０分と認定することが相当であるが（前記ア ），

本件発症前２か月目については，控訴人の執務量が増加傾向にあったと

の事情や，控訴人が昼休みに公務に従事することを余儀なくされる状況

にあったことは認められず，当時の同僚の職員の証言や陳述書（甲４４，25 

５９ないし６２，乙３２，証人Ｂ，証人Ｃ）によっても，控訴人が昼休
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みにどの程度の頻度でどの程度の時間公務を行ったのか具体的に認定

することはできない。したがって，本件発症前２か月目の労働時間の算

出に当たっては，昼の休憩時間を４５分とすることが相当である。 

 控訴人は，１０月１５日の午前９時から午後４時２０分までが労働時

間に当たると主張する。本件調査票の記載によれば，同日は土曜日であ5 

るところ，控訴人は教員免許更新講習を受講したことが認められる（甲

２・１２５頁）。しかし，小学校の教員である控訴人にとって教員免許

更新講習の受講が必須のものであるとしても，同受講中に控訴人が使用

者の指揮命令の下にあったものではない。控訴人は，８月４日にも教員

免許更新講習を受講しているが（甲２・２８頁），職務専念義務免除の10 

承認を得た上で受講している（甲１・１８３頁）。これらの事情によれ

ば，１０月１５日に控訴人が教員免許更新講習を受講した時間が労働時

間に当たるとは認められない。 

 １０月３０日及び１１月１２日については，部活動のサッカー大会へ

の引率を行ったと認められるところ（甲１・５２３，５２４頁），１０15 

月３０日は，午前１０時２５分に第１試合が開始し，正午から昼食の時

間となり，午後２時０５分に第２試合が開始となっており，この日程に

照らせば，控訴人が少なくとも４５分の休憩を取ったものと認めること

ができる。これに対し，１１月１２日は，午前９時から２試合を実施し，

午後１時３０分に試合終了及び後片付け，午後２時に解散となってお20 

り，この日程に照らせば，控訴人が休憩を取ることができたと認めるこ

とはできず，休憩時間を０分とするのが相当である。 

 その他の日の出勤時刻及び退勤時刻は，本件調査票記載の出勤時刻及

び退勤時刻と認定するのが相当である。ただし，１１月３日については，

本件調査票では退勤時刻が午後５時となっているが（甲２・１２８頁），25 

ＰＣ１が午後４時２６分に起動され，午後５時０４分に停止となってい
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るから（甲６），同日の退勤時刻は午後５時０４分と認める。 

以上によれば，本件発症前２か月目の出勤時刻，退勤時刻及び校内時

間外労働時間等は別紙１２のとおりであると認める。」 

ニ 原判決４０頁２行目から同頁６行目までを次のとおり改める。 

「ウ 本件発症前１か月間及び本件発症前２か月目の校内時間外労働時間 5 

以上によれば，控訴人の本件発症前１か月間及び本件発症前２か月目の

出勤時刻，退勤時刻及び校内時間外労働時間は別紙１２のとおりであると

認められ，控訴人の週４０時間（１日当たり平均８時間）を超える校内時

間外労働時間は，本件発症前１か月間において５１時間０６分，本件発症

前２か月目において３１時間４５分と認められる。」 10 

ヌ 原判決４０頁１４行目の後に改行して次を加える。 

   「エ 本件発症前３か月目から６か月目までの校内時間外労働時間 

控訴人は，本件発症前３か月目から６か月目までの校内勤務時間は別紙

４のとおりであると主張する。 

この点，本件発症前３か月目から６か月目までについても，控訴人の出15 

勤時刻及び退勤時刻は，本件調査票記載の出勤時刻及び退勤時刻と認定す

るのが相当である。これを前提に控訴人の上記主張を検討すると，①７月

３日の出勤時刻を午前６時４５分と主張しているが，同日の出勤時刻は午

前６時５４分と認められ（甲２・１１１頁），②同月８日につき，控訴人

が１時間の有給休暇を取得しているが（甲１・１６０頁，甲２・１１１頁），20 

控訴人の主張では同日の勤務時間から上記１時間が控除されておらず，こ

の控除をすべきであり，③同月２３日，８月６日及び９月３日につき，部

活動の引率に関して４５分の昼の休憩時間を取ったと考えるべきである

のに，控訴人の主張ではこの休憩時間を勤務時間から控除していないの

で，この控除をすべきであり，④８月３１日につき，控訴人が２時間の有25 

給休暇を取得しているが（甲１・１６７頁，甲２・１３７頁），控訴人の
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主張では同日の勤務時間から上記２時間が控除されておらず，この控除を

すべきであり，⑤１０月６日の出勤時刻を午前７時３０分と主張している

が，同日の出勤時刻は午前７時４０分と認められ（甲２・１２４頁），⑥

それ以外の日については控訴人の主張どおりであると認められる。この認

定を前提とすると，本件発症前６か月目の校内時間外労働時間は，控訴人5 

が主張する７９時間５９分より１時間９分少ない（上記①の９分及び上記

②の１時間）７８時間５０分，本件発症前５か月目の校内時間外労働時間

は，控訴人が主張する２２時間１３分より１時間３０分少ない（上記③の

４５分の２日分）２０時間４３分，本件発症前４か月目の校内時間外労働

時間は，控訴人が主張する５１時間１５分より４５分少ない（上記③の４10 

５分。上記④の２時間については，８月３１日を含む週において時間外勤

務をしていないと認められるから，これを控除しない。）５０時間３０分，

本件発症前３か月目の校内時間外労働時間は，控訴人が主張する６５時間

１０分より１０分少ない（上記⑤の１０分）６５時間００分であると認め

られ，これらをまとめると，本件発症前３か月目から６か月目までの控訴15 

人の校内時間外労働時間は別紙１４のとおりとなる。」 

ネ 原判決４２頁７行目の「（乙２１）」を「（甲２１）」に改め，同頁８行

作成又は更新に関するものを除き，控訴人がＰＣ１又はＰＣ２を用いて文書

等の作成を行っていたことを示すとは認められず，控訴人の自宅作業時間を20 

認定する根拠とすることはできない。」に改める。 

ノ 原判決４３頁１４行目の「まず，」の後に「ファイル名から公務に関連す

ると認められる」を加え，同頁１５行目の「作成作業」を「公務」に改める。 

ハ 原判決４３頁２３行目の「別紙１３のとおり，」の後に「本件発症前１か

月間における」を加え，同頁２４行目の「３９時間５５分」を「４１時間５25 

５分」に改める。 
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ヒ 原判決４４頁４行目から５行目にかけての「地方公務員災害補償基金熊本

県支部」から同頁６行目の「（甲２・６，７頁）は，」までを「控訴人の所

属長（Ｅ校長）は，被控訴人による追加調査に対する回答において，」に改

め，同頁９行目の「記載されており，」を「回答しており（甲２・６，７頁），」

に改め，同頁１１行目から１２行目にかけての「同事務連絡には，」を「控5 

訴人の所属長は，」に改め，同頁１４行目の「記載されて」を「回答して」

に改める。 

フ 原判決４５頁２行目の「そのほか，」を削り，同頁１２行目の後に改行し

て次を加える。 

「 また，被控訴人は，文書のＬＮＫファイルは，文書ファイルを電子メー10 

ルや他の媒体からパソコンに保存することでも作成され，ファイルを開け

ば何の変更を加えなくても更新されるものであって，ＬＮＫファイルだけ

が作成されている時間については，控訴人の具体的作業内容や作業時間が

不明であって，仮に何らかの作業がされていたとしても，そのすべてを作

業時間として認定することは過大であり，本件発症前１か月間の自宅での15 

作業時間のうち，ＬＮＫファイルのログのみが確認される時間は合計で６

時間１０分に及ぶところ，少なくともその半分の３時間５分を削除すべき

であると主張する。 

しかし，控訴人の業務内容（認定事実⑶から⑺まで）からすれば，控訴

人が，本件発症前１か月間において，公務に関連すると認められる文書フ20 

ァイルのＬＮＫファイルが作成されている場合に，当該ファイルを何らか

の媒体から自らのパソコンに保存する作業だけを行うことが多かったと

は考え難く，控訴人が当該文書ファイルを開き，このファイルに関連する

業務を一定の時間にわたって行った場合が多かったものと推認すること

ができる。そうすると，ＬＮＫファイルが作成されている場合も含めて，25 



23 

 

性が認められるというべきであり，ＬＮＫファイルのログのみが確認され

る時間について上記基準で算出される時間より減少させた時間を認定す

べきであるとは解されない。被控訴人の主張は採用することができない。 

 控訴人は，プリント作成（「チャレンジよみもの」，思考力プリント及

び計算大会の問題）が１枚につき二，三十分を要することはなく，その作5 

成に要する時間は短いものであるから，

控訴人の本件発症前１か月間における時間外労働時間のうちプリント作

成に要した時間は８時間３８分であるところ，プリントの作成に要した時

間は多くても上記の半分程度とするのが相当であると主張する。 

しかし，認定事実⑷イ おいて認定した「チャレンジよみもの」，10 

思考力プリント及び計算大会の内容からすれば，控訴人がこれらのプリン

トを作成するに当たっては，「チャレンジよみもの」については題材とす

る文章を選択し，思考力プリント及び計算大会については問題の作成が必

要であったことが認められる。そうすると，これらのプリントの作成に要

する時間はパソコンでの文書作成作業の時間のみではなく，プリントの作15 

成がいずれも短時間で終了したとは認められないから，プリント作成に関

する時間を 基準で算出されるものより減少させるべきである

とは認められない。被控訴人の主張は採用することができない。」 

ヘ 原判決４５頁１５行目から１６行目にかけての「３９時間５５分」を「４

１時間５５分」に改める。 20 

ホ 原判決４５頁１７行目の後に改行して次を加える。 

「オ 本件発症前２か月目においても，控訴人が，研究紀要の原稿作成に関す

る業務やプリントの作成などパソコンを用いた文書等の作成の業務を自宅

で公務として行っていたと認められること，自宅でパソコン操作を伴わない

業務を行うことを余儀なくされる状況にあったとは認められないこと，控訴25 

人が自宅におり，かつＰＣ１又はＰＣ２が起動されていてスリープ状態とな
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っていない時間のすべてを公務に当たる作業に充てていたと認定すること

ができないことは，本件発症前１か月間と同様である。したがって，本件発

症前２か月目における自宅での時間外労働の時間の算出については，本件発

の基準によると，本件発症前２か月目において，控訴人が自宅で公務を行っ5 

たと認められるのは，別紙１３のとおりであり，その合計は８時間２４分で

ある。」 

⑵ 前記のとおり補正の上引用した前提事実，認定事実，校内労働時間に関する

認定及び判断（原判決「事実及び理由」第３の２⑵）並びに自宅作業時間に関

する認定及び判断（同第３の２⑶）によれば，以下の事情が認められる。 10 

ア 控訴人は，平成２３年度の２学期において，本件小学校のクラス担任は担

当していなかったものの，算数ＴＴ教員として授業を受け持ち，水曜日の５

校時に「あいあいたいむ」のない週以外は原則として１校時から５校時まで

の全ての時間に授業を担当していた。また，控訴人は，研究主任として毎週

水曜日に実施される校内研修の企画，立案，資料の作成，研究発表会に向け15 

ての提案や資料作成をするとともに，本件小学校がモデル校及び推進校に指

定されたことにより必要となった研究紀要の作成の業務，関連する取組とし

ての「チャレンジよみもの」のプリントの作成及び返却されたプリントへの

コメント記入，思考力プリントの作成，計算大会の問題の作成等の業務を行

っていた。さらに，控訴人は，部活動の指導を担当し，休日に試合の引率を20 

担当することもあった。 

上記各業務の内容は，認定事実⑶から⑺まで（前記補正後のもの）に記載

のとおりであり，その内容を検討すると，個々の業務自体が過重であるとま

ではいえないものの，控訴人は，これらの業務を同時期に並行して処理して

いたのであるから，控訴人の業務上の負荷については，控訴人の業務を全体25 

として評価する必要がある。 
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イ 本件発症前１か月間における控訴人の週４０時間（１日当たり平均８時

間）を超える校内時間外労働時間は５１時間０６分，自宅での時間外労働時

間は４１時間５５分であり，時間外労働時間の合計は９３時間０１分にのぼ

る。この時間は，認定基準において「通常の日常の職務に比較して特に過重

な職務に従事したこと」に該当する場合の一つとして挙げられている，発症5 

前１か月における月１００時間（週当たり平均２５時間）の時間外労働には

達していないものの，これに近い時間数であるということができる。 

また，控訴人の本件発症前２週間の時間外労働時間は，本件発症前１週目

につき２８時間３８分（別紙１２の１枚目⑥欄及び別紙１３の１枚目⑮欄の

合計），本件発症前２週目につき３３時間３４分（別紙１２の１枚目⑦欄及10 

び別紙１３の１枚目⑭欄の合計）であって，いずれも週当たり２５時間を超

えている。 

さらに，控訴人の本件発症前２か月目の時間外労働時間は４０時間０９分

（校内時間外労働時間３１時間４５分，自宅での時間外労働時間８時間２４

分）であり，本件発症前３か月目から６か月目までの校内時間外労働時間は15 

別紙１４のとおりである。上記期間において，認定基準で「通常の日常の職

務に比較して特に過重な職務に従事したこと」に該当する場合の一つとして

挙げられている，発症前１か月を超える月平均８０時間（週当たり２０時間）

の時間外労働をしたと認められる期間はないものの，本件発症前６か月目の

校内時間外労働時間がほぼ８０時間となるなど，長期間にわたって恒常的に20 

長時間の時間外労働をしていたということができる。 

ウ 前記のとおり，控訴人の時間外労働時間には，自宅での作業時間が含まれ

ているところ，自宅での作業は，職場における労働に比して緊張の程度が低

いということができる。しかし，前記認定の控訴人の業務内容に加え，別紙

１２及び１３のとおり認められる時間外労働の状況からすれば，控訴人は，25 

本件発症前１か月間において，通常の出勤日は午後７時ころまで本件小学校
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で時間外労働をした上で，仕事を持ち帰り，自宅で公務に該当する業務を行

っていたと認められ，これらの事情によれば，控訴人は，職場で時間外労働

をした後，そこで終了させることのできなかった文書やプリント類の作成の

業務を自宅で行うことを余儀なくされていたものと認められる。また，その

自宅作業の時間及び時刻からすれば，控訴人は，自宅作業を行うことを余儀5 

なくされた結果，睡眠時間が減ったものと認められる。 

本件発症の前日である１２月１３日においても，控訴人は，本件小学校か

ら帰宅後，午後８時４４分から午後１１時３７分まで自宅で業務を行ってい

たことが認められ，１２月１４日は午前７時４０分に本件小学校に出勤して

いる（甲１・５３頁）から，本件発症の前日の夜から朝にかけての睡眠時間10 

も短いものであったと認められる。 

エ 前記のとおり，控訴人は，本件小学校での授業のない土曜日や日曜日に，

部活動の試合の引率を担当することもあり，本件発症前１か月間では３回

（１１月２０日，同月２６日，１２月１０日）行っていた。この部活動の試

合の引率は，本来休日である土曜日又は日曜日に，午前の早い時間に自宅を15 

出て対応することを余儀なくされていたものであって，睡眠時間及び休日の

休息の時間を減少させ，控訴人の疲労の回復を遅らせる要因となったものと

いうことができる。 

オ 長時間労働の継続による睡眠不足と疲労の蓄積が脳血管疾患の発症の基

礎となる血管病変等を増悪させ得る因子となることは医学的経験則となっ20 

ているところ（乙３０），上記アからエまでの事情を総合考慮すれば，控訴

人の本件発症前における業務は，その身体的及び精神的負荷により，脳血管

疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然経過を超えて増悪させ得る

ことが客観的に認められる負荷であったということができる。 

⑶ア 控訴人については，高血圧症を有していたことが認められ（認定事実⑼［前25 

記補正後のもの］），高血圧症は脳出血の危険因子であると認められる（乙
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４７，４８）。 

しかし，控訴人は，高血圧症につき，平成２０年５月に病院で診察を受け

たが，経過観察として薬の処方はされず，平成２２年２月に受けた人間ドッ

クでも，軽症高血圧と指摘されたものの，治療や精密検査の指示は受けてい

ない（甲１・２０３頁）。その後，本件発症に至るまで，控訴人が健康診断5 

等において高血圧症の治療や精密検査の受診を指示されたことがあるとは

認められない。 

また，控訴人について，他に脳幹部出血の要因となり得る既往症があった

とは認められない。 

そうすると，本件発症の時点で，控訴人の基礎疾患により，血管病変等が10 

自然経過の中で本件発症を生じさせる寸前の状態にまで増悪していたとは

認められない。 

イ 被控訴人は，控訴人の本件発症の原因は，身体的な素因としての高血圧症

に加え，長男及び二男の入院や自宅療養に伴い，生活リズム及び睡眠リズム

が大きく乱れたことによる可能性が高いと主張する。 15 

しかし，控訴人は，長男及び二男がマイコプラズマ肺炎にり患した際，休

暇を取得して対応している（認定事実⑻ウ［前記補正後のもの］）。また，

控訴人の長男が入院した際に，控訴人とその妻が病院で夜間の付添いをする

ことがあり，その時には病院の簡易ベッドで寝たものであるが（認定事実⑻

ウ［前記補正後のもの］），このような付添いをしたのは控訴人よりも妻の20 

方が多かったのであり（証人Ｄ２３，２４頁），控訴人が頻繁に病院の簡易

ベッドで寝たとは認められない。これらの事情を考慮すれば，長男及び二男

の入院や自宅療養に対応したことによって，控訴人に身体的な負荷がかかっ

たことは否定できないが，これにより控訴人の血管病変等が本件発症を生じ

させるような状態にまで増悪していたとは認められない。 25 

ウ 被控訴人は，控訴人が，深夜や早朝に自宅作業を行う必要がなかったにも
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かかわらず，あえて自らこのような作業を行い，睡眠時間を削っていたと主

張する。 

しかし，前記⑵ウのとおり，控訴人は，職場での時間外労働において終了

させることのできなかった文書やプリント類の作成の業務を自宅で行うこ

とを余儀なくされていたものと認められ，必要がないのに夜遅くまで起き，5 

又は早朝に起床していたものとは認められない。 

エ 以上のとおり，被控訴人の主張はいずれも採用することができない。 

⑷ 前記⑵のとおり，控訴人の本件発症前における業務は，その身体的及び精神

的負荷により，脳血管疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然経過を超

えて増悪させ得ることが客観的に認められる負荷であったと認められ，かつ，10 

前記⑶のとおり，本件発症の時点で，控訴人の基礎疾患により，血管病変等が

自然経過の中で本件発症を生じさせる寸前の状態にまで増悪していたとは認

められないことからすれば，控訴人の本件発症前の過重な業務による身体的及

び精神的負荷が控訴人の血管病変等をその自然経過を超えて増悪させ，本件発

症に至ったと認められる。 15 

したがって，本件発症は，公務に内在する危険が現実化したものと評価する

ことができ，本件発症と公務との間に相当因果関係を認めることができる。 

３ その他，原審及び当審における当事者双方の主張に鑑み，証拠の内容を検討し

ても，当審における上記認定判断（原判決引用部分を含む。）を左右しない。 

第４ 結論 20 

以上によれば，本件発症を公務外の災害と認定した本件処分は違法であり，控

訴人の請求は認容されるべきであるところ，これと異なる原判決は不当であるか

ら，本件控訴は理由がある。 

   よって，主文のとおり判決する。 

 25 

   福岡高等裁判所第４民事部 
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